予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名　新科学技術振興センター中央監視システム更新
基本計画策定費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　産業技術課　管理調整係　電話番号：058-272-1111（内3055）

　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp 

１　事業費　　       3,459千円（前年度予算額：0千円）

＜財源内訳＞　                                                  
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額 
	3,459
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	3,459

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨
　　岐阜県科学技術振興センターの中央監視システムは、各設備（受変電・電気・熱源・空調・衛生・計量他）を安全・快適・省エネとなるように統合して管理点数約５００点の項目を常時監視及びコントロールしている大変重要な設備である。

使用中の中央監視システムは導入から１８年（メーカー推奨耐用年数１５年）が経過し、経年劣化により故障、不具合が生じる恐れがある。また、同システムは既に製造中止になっており、保守部品も平成２６年に製造中止しているため修理が出来ない状況であり、装置が故障した際にはセンターの運営に多大な支障をきたす恐れがあるため、早急な対応が必要となっている。

（２）事業内容
　　中央監視システムの更新にあたり、基本計画を策定し、施設運用状況の調査、
　入居テナントに対する影響等の調査、工程計画の検討、改修内容の検討などを
　行う。
なお、基本計画の策定については、公共建築課から、次の理由により所管課
にて行うよう求められている。

　　①　科学技術振興センターは大規模施設で極めて複雑な構造の上、様々な入
　　　居者・団体が使用しており、施設を稼働しながら工事を行うことが求めら
れる。このため、工法、コストや効果の比較が非常に難しい。
②  使用中の中央監視装置について「何が問題か、どこまで改修すべきか」

所管課が検討するのが適切。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県10/10

指定管理者との契約により、１か所あたり６０万円以上である施設の修繕

　　は、県負担となっている。

（４）類似事業の有無
県民ふれあい会館、ぎふ清流文化プラザ、岐阜メモリアルセンターにおけ
る中央監視システムの改修についても、所管課が基本計画を策定している。

	　
	科学技術振興

センター
	ふれあい福寿

会館
	ぎふ清流文化

プラザ
	岐阜メモリアルセンター

	装置設置年月
	H10年11月
	H5年10月
	H6年11月
	H2年3月

	装置更新年
	H31年(予定）
	H29年(予定)
	H27年
	H22年

	更新時経過年数
	21年経過で更新(予定)
	24年経過で更新
	21年経過で更新
	20年経過で更新


３　事業費の積算内訳　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	委 託 料
	3,459
	基本計画策定委託費

	合　　計
	3,459
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項　　
（１）各種計画での位置づけ
　　　県有施設中長期保全計画（管財課）に位置づけ

　　　　□H29年度：基本計画(予定)
　　　　□H30年度：実施設計（予定）
　　　　□H31年度以降：工事（実施設計時に工事期間を決定）
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県科学技術振興センターの中央監視システムの更新を行い、いつでも安心してセンターを利用できる状態に維持する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	　施設設備等の修繕を行うものであり、具体的な達成目標を設定できない。



（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	岐阜県科学技術振興センターは開館から１８年が経過し、経年劣化により施設設備等の修繕や備品の更新が必要となってきており、県民に安心して利用していただくため、適切な維持管理を行っていく必要がある。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
開館から１８年が経過することから、老朽化により中央監視システムの故障が懸念される。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　計画的に中央監視システムの更新を行うため、実施設計を策定する。


